予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　新６次産業化促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
農政部　　農産物流通課　　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2855 ）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　31,786千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	31,786
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	31,786

	決定額
	21,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	21,800


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
農山村の所得や雇用を増大し、地域活力の向上を図るため、地域の農林水産物や資源を活用した６次産業化の取組を面的に拡大していくことが必要。
現状の取組では、消費者の認知度が低い商品、計画どおりに売り上げが伸びていない商品もあり、消費者ニーズを的確に捉え、ターゲットを明確にした商品開発力、戦略的な販路の開拓力、プロモーションの不足などが課題となっている。
（２）事業内容

　①戦略的マーケティング支援
・農業者の戦略的な販路開拓を支援するため新たな販路となる百貨店、量販店等のターゲット毎にテスト販売を行うフェアを開催。

・フェアでのテスト販売に向けた各ターゲットのバイヤーによる逆商談会の開催とニーズに即した商品づくりのためのノウハウを習得するセミナーの開催。

②アンテナ機能の強化支援　

・消費者ニーズの把握や商品の企画力向上のため、首都圏（協力店）におけるメニューフェアの開催及び中京圏(中日ビル地下１階)に６次産業化商品の常設販売ＰＲコーナーを設置するとともに、生産者による直接販売を実施。

・アクティブＧアンテナショップでのイベント販売の実施。

③商品情報冊子作成　

・６次産業化商品の取材による情報収集に基づき、商品情報冊子を作成し、実需者や消費者へのＰＲに活用。

　④６次産業化に関する農業者等のデータベース化

· ６次産業化商品の開発を希望する農業者・事業者等の情報を幅広くデータベース化し、ビジネスマッチングに活用。

⑤６次産業化実践アドバイザーの派遣　

· ６次産業化を行う農業者等が加工や販売促進等に関する支援を行うためアドバイザーを派遣する。

⑥相談窓口の設置
· 各農業者の個別各農林事務所農業普及課に相談窓口を設置し、６次産業化に取組む地域の農業者等への支援体制を強化。
（３）県負担・補助率の考え方
６次産業化の推進は県の重要施策に平成２６年度から位置づけられ、新規事業として県負担は妥当。

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	戦略的マーケティング支援
	1,461
	販売フェア委託費、旅費、報償費等

	アンテナ機能強化（名古屋）
	22,949
	テナント料、賃金、備品等

	アンテナ機能強化（東京）
	1,046
	印刷製本費、食材、旅費等

	アンテナ機能強化（アクティブＧ）
	606
	商品ＰＲ資材、チラシ等

	商品冊子作成
	3,214
	６次産業化商品情報冊子作成委託等

	データベース
	300
	アンケート送付・回収通信運搬費等

	アドバイザーの派遣
	510
	アドバイザー報償費、使用弁償

	相談窓口
	1,700
	普及指導員活動燃料費、窓口看板作成等

	合計
	31,786
	


	　決定額の考え方　

・首都圏でのメニューフェア、アクティブＧでのイベント販売については、他事業を活用することとして、計上を見送ります。
・中京圏での常設販売ＰＲコーナーの設置については、事業費を精査し、所要額を計上します。

・効果が不明である商品冊子作成については、計上を見送るとともに、相談窓
　口の設置については現在の農林事務所窓口で対応することとして計上を見送ります。




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・岐阜県長期構想
Ⅱ－８儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県長期構想
　Ⅱ－８　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	農産加工により500万円以上の売上げがある農業経営体・団体数
	46団体

（H21）
	－
	－
	61団体

（H24）
	71団体

（H27）
	85.9％


	新たな加工食品の開発数（累計）
	28品
（H21）
	39品

（H22）
	45品

（H23）
	61品
（H24）
	80品

（H27）
	76.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	６次産業化商品を売り先のターゲットを決めて戦略的マーケティング支援で、効果的である。

農業経営においては未だ生産が主体で、市場ニーズへの対応や付加価値を付ける加工・販売の取組は十分にできていない。そのため、所得確保のためには農業者自らが加工・販売に取り組む６次産業化を進める必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
６次産業化の取組みの中には、消費者の認知度が低い商品、計画どおりに売り上げが伸びていない商品もあり、消費者ニーズを的確に捉え、ターゲットを明確にした商品開発力、戦略的な販路の開拓力、プロモーションの不足などが課題となっている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

６次産業化に取組む農業者等による農家レストランなど販売拠点施設の整備や促進。

多様な事業者ネットワークの構築による県産農産物の高付加価値化を進め、本県の主要農産物の生産振興や産地競争力の強化を図る。


